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６．活動１：  
都市再生プロジェクト

１
 
解決を図るべき様々な「都市の課題」について、関係

 省庁、地方公共団体、関係民間主体が参加・連携し、
 総力を挙げて取組む具体的な行動計画

２
 
実現手段は、

 ・国直轄事業
 ・まちづくり交付金及び各種の補助事業

 ・民間都市再生事業と関連した取組の促進
 ・様々な主体によるソフトなまちづくり活動

 ・関係者間の連携構築の支援
など様々であり、限定なし
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都市再生プロジェクト選定の視点

・防災、交通、廃棄物、国際競争力、既存ス
 トック活用等都市における重要な政策課題
 ・全国都市再生モデル調査等を通じて明らか
 となった共通的な課題

 ・様々な都市再生取組みの展開・発展により
 生まれたプロジェクト

 
等

について都市再生本部において決定



決定されている２３プロジェクト決定されている２３プロジェクト

都市再生プロジェクトの推進都市再生プロジェクトの推進
 （（1313年年66月の１次決定から月の１次決定から1919年年66月の１月の１33次決定まで次決定まで2323プロジェクトを逐次決定し推進）プロジェクトを逐次決定し推進）

【安全・安心】
1.基幹的広域防災拠点

 

(東京湾臨海部)
9.22.密集市街地の緊急整備

19.都市の安全・安心の再構築（防犯対策等とまちづ

 くりの連携協働）

【環境】
2.ｺﾞﾐｾﾞﾛ型都市への再構築

 

(大都市圏)
11.都市環境ｲﾝﾌﾗ再生

 

(大都市圏)

 

16．琵琶湖･

 淀川流域圏再生
18.地球温暖化･ﾋｰﾄｱｲﾗﾝﾄﾞ対策

【基盤整備等】
3.中央官庁施設ＰＦＩ
4.国際交流･物流機能強化 （大都市圏

 

港湾・空

 港）
5.環状道路体系

 

(大都市圏)

 

8.ＰＦＩ手法の一層

 の展開
10.既存ｽﾄｯｸ活用
14.地方中枢都市

 

先進的で個性ある都市づくり
15.国有地の戦略的活用による都市拠点形成
21.国家公務員宿舎の移転・再配置を通じた都市再

 生の推進

【国際】
4.国際交流･物流機能強化 （再掲）

23.国際金融拠点機能の強化に向けた都市再生の

 推進

【技術・産業】
6.ﾗｲﾌｻｲｴﾝｽ国際拠点

 

(大阪圏)
12.ｹﾞﾉﾑ科学国際拠点

 

(東京圏)
13.ｱｼﾞｱ産業交流拠点

 

(北部九州圏)
17.生活支援ﾛﾎﾞｯﾄ産業拠点

 

(大阪圏)

【生活】
7.保育所待機児童の解消

【担い手】
20.大学と地域の連携協働による都市再生の推進
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①東京湾臨海部における
基幹的広域防災拠点の整備

①東京湾臨海部における
基幹的広域防災拠点の整備

多目的オープン
スペース

ヘリポート

情報収集拠点

耐震強化岸壁

緊急物資輸送拠点

・輸送車両の滞留
・支援人員のため
の設営

 

など

○災害対策活動の核となる現

 地対策本部機能の確保
・広域的な救助活動
・全国や世界からの物資等の
支援受け入れ

○水上輸送と連携した基幹的

 防災拠点の整備

※大阪圏においても適正配置の検討

②大都市圏におけるゴミゼロ型

 都市への再構築

 

②大都市圏におけるゴミゼロ型

 都市への再構築

○高度処理を行う廃棄物・リサイ

 クル関連施設を複合的に整備
○水運等を活用した静脈物流
システムの構築
・廃棄物の発生抑制
・資源としての再使用、
再利用の促進

・資源循環の「環」の形成

廃 棄 物廃 棄 物

再利用・再使用再利用・再使用
（製品・原料）

静脈物流システム

建設廃棄物
リサイクル施設

ガス化溶融施設

ペットボトル
リサイクル施設

廃プラスチック
リサイクル施設 緑 地 ＰＣＢ無害化

処理施設

食品廃棄物
リサイクル施設

廃IT機器・家電
リサイクル施設

③中央官庁施設のPFIによる

 整備

 

③中央官庁施設のPFIによる

 整備

会計検査院

文部科学省

○文部科学省、会計検査院に

 ついてＰＦＩ手法による建替え
○これらの官庁施設を含む街

 区全体の再開発と建替えに

 ついて、必要な調査を実施

・民間の資金やノウハウ等の活用
・低廉・良質なサービスの提供
・民間の事業機会の創出

13年6月都市再生プロジェクト決定
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13年8月都市再生プロジェクト決定

④大都市圏における国際交流・物流機能の強化④大都市圏における国際交流・物流機能の強化

【空港の機能強化と空港アクセスの利便性向上】

○需要に応じた時期を失することのない空港整備

○特に首都圏において、国際化も視野に入れた空港の機
能強化とアクセス
の利便性を一体的
に推進

羽田空港
再拡張

成田空港
平行滑走路

北総開発鉄道
北総・公団線

京急蒲田

東京

京成高砂

JR

印旛日本医大

都営浅草線

京浜急行

東京湾

日暮里

東京駅接着：早期実現

東関東自動車道

東京湾岸道路

泉岳寺

押上

京急蒲田駅改善（二層化）：早期実施

追い抜き線新設：
早期実現

私鉄
JR

未整備

供用中

未整備

凡 例
【 鉄 道 】 【 道 路 】

Bルート：早期整備

外環道東側：早期整備

北千葉道路：
早期具体化

【国際港湾の機能強化】

「いつでも、より速く、より安く」を目標に国際競争力のある

 
サービス、コスト水準を実現

・港湾の２４時間フルオ
ープン化の早期実現
等港湾運営の更なる
効率化と国際コンテナ
ターミナル機能の強化
を図る。

・北九州港において、
国際コンテナターミ
ナルの管理運営にPFI
方式を導入

供用中

事業中

検討中

第二京阪道路
名神高速道路

阪神高速湾岸線
近畿自動車道

大阪湾

兵庫県

大阪府

門真

松原

淀川左岸線延伸部

大和川線

淀川左岸線

新たな環状道路

⑤大都市圏における環状道路体系の整備⑤大都市圏における環状道路体系の整備

つくば市
久喜市

樋川市 茨城県

常磐自動車道

ワンストップ

 

サービス

２４時間フル
オープン

高規格コンテナ
ターミナル

港内管制室

幹線道路網とのアクセス性の向上

自動船舶識別装置

【大阪圏】
大阪都心部において新たな環状道路を形成

・

 

大和川線及び淀川

左岸線の整備を推進

・

 

淀川左岸線延伸部の

早期の都市計画決定

【東京圏】

東京圏において、首都圏中央連絡自動車道、東京外かく環状
道路及び中央環状線のいわゆる首都圏三環状道路等を整備

・平成１９年度までに暫定的
な環状機能を確保

・東京外かく環状道路
（関越道～東名高速）：
都市計画の変更に向け、
関係者間調整

・東名高速以南：
環状機能の早期確保に
向け、計画を具体化

・横浜環状線北側区間と
東名高速との接続区間：

都市計画を決定

供 用 中

平成１９年度
までに整備

事 業 中

調 査 中

検 討 中

首都圏中央連絡自動車道

東京外かく環状道路

中央環状線

埼玉県

茨城県

千葉県

神奈川県

つくば市

成田市

東金市

木更津市

久喜市

桶川市

鶴ヶ島

青梅

八王子市

藤沢市

大泉

三鷹市

第
三
京
浜

三郷川口

厚木
横浜

木更津

川崎

千葉

東名高速道路

中央自動車道

関
越
自
動
車
道

東
北
自
動
車
道

京葉道路

東
京
湾
岸
道
路

東
京
湾
ア
ク
ア
ラ
イ
ン

常
磐
自
動
車
道

東
関
東
自
動
車
道

横浜環状線

都市計画の変更

都市計画の決定

東京湾
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13年8月都市再生プロジェクト決定

⑧ＰＦＩ手法の一層の展開⑧ＰＦＩ手法の一層の展開⑥大阪圏におけるライフサイエ

 ンスの国際拠点形成

 

⑥大阪圏におけるライフサイエ

 ンスの国際拠点形成
⑦都市部における保育所

 待機児童の解消

 

⑦都市部における保育所

 待機児童の解消

播磨科学公園都市
・SPring-8

京都の医学研究集積
・京都大学
・京都府立医大

関西文化学術研究都市
・奈良先端科学技術
大学院大学

各拠点間の相互連携強化各拠点間の相互連携強化
・関西バイオ推進会議の設置
・高速大容量の情報ネット
ワークの構築

 

等

大阪北部地域における拠点形成大阪北部地域における拠点形成
・医薬品の基礎研究
・薬剤の有効性、安全性の予測評価
・創薬産業の起業化

 

等

神戸地域における拠点形成神戸地域における拠点形成
・再生医療等先端医療の
基礎・臨床研究

・個人の体質に合わせた
薬物療法の研究

・先端医療産業の起業化

 

等

保育所等を設置する場

 

合に、特例措置により

 

容積率の緩和

共同住宅

保育所等

業務施設

保育所等

商業施設

東京都営南青山一丁目団地の整備イメージ

＜施設概要＞
・

 

民間住宅
・

 

都営住宅
・

 

保育園
・

 

図書館
・

 

高齢者グループ
ホーム

・

 

商業施設

 

等

○利用しやすい場所に保育所等の
設置を促進

・駅や駅前ビル内：
特例措置による容積率緩和

・商店街の空き店舗・小中学校等の余裕

 
教室

 

：

 

設置支援
・公営住宅・公団賃貸住宅の建て替え：

設置を基本

○既存の保育所ストックを 大限有効

 
利用

・駅から郊外の保育所への送迎サービス

 
を支援

・公営保育所の入所児童数の受入れ拡

 
大

○ＰＦＩ手法の活用に一層積極的に
取り組む

・

 

九段第３合同庁舎（仮称）：PFI整備検討

・

 

国家公務員宿舎：PFI事業者選定準備

・

 

国立大学等の施設：PFI整備検討

・

 

東京都営南青山一丁目団地：
ＰＦＩ的手法による建て替え
生活拠点整備のため、事業者選定
に着手

・

 

北九州港国際コンテナターミナル：
PFI導入

○民間都市開発関連公共施設等の
ＰＦＩ的手法の検討

○大阪圏においてライフサイエンスの

基礎から臨床研究、産業化に至る

総合的な国際拠点を形成

・大阪北部地域及び神戸地域における

拠点形成

・各拠点間の相互連携体制の構築

・国による推進体制の構築
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13年12月都市再生プロジェクト決定

⑪大都市圏における都市環境インフラの再生⑪大都市圏における都市環境インフラの再生

○大都市に残された貴重

 
な自然環境の保全

○臨海部における緑の拠

 
点の創出

○水循環系に着目した河

 
川・海の再生

等

淀川

大阪湾

兵庫県

大阪府

大和川

緑の拠点整備

大 阪 圏

○ 再生構想の策定
○ 道頓堀川の環境

整備の推進

尼崎臨海部

堺臨海部

多摩川

江
戸
川

東京都

埼玉県

神奈川県

千葉県

神田川

日本橋川

再生に着手

再生構想の策定

東京湾奥部
の水質改善

渋谷川・古川

東京港中央
防波堤内側

東京湾

緑の拠点整備

東 京 圏

隅
田
川

荒
川

⑨密集市街地の緊急整備⑨密集市街地の緊急整備

密集市街地（東京、大阪で各々約6,000ha、

 
全国で25,000ha）について、今後１０年間で

 
低限の安全性を確保

○東京、大阪において密集市街地を大きく貫く骨

 
格軸を形成

○特に危険な市街地（東京、大阪で各々約2,000ha、

 
全国で8,000ha）を重点地区として、今後１０年間

 
で整備

○専門家やまちづくり組織の活用や地権者の自主

 
的建築物更新に向けた建築規制制度の見直し

○民間活力を 大限発揮できる事業制度、都市
計画制度を導入

密集市街地を

 
貫く骨格軸

密集市街地

（約6,000ha）

大 阪

大阪

新大阪

内環状線

天王寺

外
環
状
線

中
央
環
状
線

大阪湾

東京
新宿

東 京

環八 環七

環六

東京湾

中
野
通
り

密集市街地

（約6,000ha）

⑩都市における既存ストックの活用⑩都市における既存ストックの活用

○既存の建築物について、

 
長期にわたって活用促進

○既存の民間の住宅につ

 
いて、安心して売買や更

 
新ができるしくみを整備

○公共賃貸住宅約３００万

 
戸のストック総合活用計

 
画を策定

○学校の余裕教室や用途

 
廃止した庁舎等公共施

 
設等の用途転換による

 
有効利用

○都市中心部のメインスト

 
リートの再生に向けた道

 
路の多面的利活用

公共賃貸住宅ストック総合活用計画公共賃貸住宅ストック総合活用計画

公共賃貸住宅ストック約３００万戸

建替え（ストック更新）

土地の有効利用、生活拠点の形成

業務施設

民間住宅

公共賃貸住宅

保育所

商業施設

図書館

テレワーク
支援施設

社会福祉
施設

改修の例
（エレベーター設置等の
バリアフリー化）

改修等（ストック再生・保全等）

既存の階段室 新設する
エレベーター
シャフト
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14年7月都市再生プロジェクト決定

⑫東京圏におけるゲノム科学の国際拠点形成⑫東京圏におけるゲノム科学の国際拠点形成 ⑬北部九州圏におけるアジア産業交流拠点の形成⑬北部九州圏におけるアジア産業交流拠点の形成

○ライフサイエンス（ゲノム科学）に関する研究機能や関

 
連産業の相互連携・補完による国際的集積拠点の形成

・研究開発機能の強化、起業化支援、良好な研究・都市環境

 
の整備

○東京圏に広く展開する拠点間の相互連携の促進と国に

 
おける推進体制の構築

・産学官の連携・推進体制の構築、国における協議の場の設

 
置・総合的支援

○人・もの・情報のゲートウェイ機能を活用しつつ、アジア

 
における新しい産業交流拠点を形成

（１）

 

福岡・北九州都市圏において、国際的に魅力あるビジ

 
ネス環境を創出

（２）

 

アジアを活動の場とする国内外企業の新たな集積拠点

 
の形成

（３）

 

アジアを担う人材の育成･活用

（４）

 

人的交流機会の拡大

埼玉県

茨城県

東京都

千葉県

拠点間連携の推進
（産学官の連携体制構築、国による総合的な支援）

筑波研究学園都市筑波研究学園都市

イネゲノム、糖鎖工学、
融合研究、

バイオリソース
↓

食料生産効率化、
新薬創製

柏・東葛地域柏・東葛地域

先端学際研究
↓

新しい産業分野の創成

東京臨海部東京臨海部

基礎医学、臨床研究、
ﾊﾞｲｵｲﾝﾌｫﾏﾃｨｸｽ

↓
先端医療、新薬開発

横浜臨海部横浜臨海部

ゲノム・タンパク質解析、
遺伝子多型解析

↓
ゲノム創薬、

バイオベンチャー創出

かずさアカデミアパークかずさアカデミアパーク

動物・植物DNA解析

↓
機能性食品、
創薬関連産業

神奈川県

福 岡 市

北九州市九州大学
学術研究都市

北九州
学術研究都市

アイランドシティ

ももち

北九州エコタウン

国道３号線

ＪＲ九州鹿児島本線

九州自動車道

山陽新幹線

注：（

 

）は時間距離

北部九州圏

人・もの・情報
のゲートウェイ

アジアにおける新しい
産業交流拠点を形成

北九州都心部

福岡都心部

響灘臨海部

博多湾東部臨海部

福岡西部地域

環境産業・研究機能
の集積を促進

先端技術開発研究
機能の集積を促進

新たなビジネス
拠点を形成
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14年7月都市再生プロジェクト決定

⑭地方中枢都市における先進的で個性ある都市づくり⑭地方中枢都市における先進的で個性ある都市づくり

札幌都心の将来イメージ

冷水ネットワーク

温水ネットワーク

雪の冷熱等を活用した都市型エネルギー供給システム

融雪槽

（エネルギープラント）

雪の冷熱エネルギーの活用事例（融雪槽の活用）

大通

駅前通（冬）

創成川通

大

通

駅
前
通

創
成
川
通

ＪＲ札幌駅

既存の広幅員道路空間の再構成

広島駅

平和記念公園

凡 例

モデル地区の候補

河岸緑地

【人と環境を重視した都心づくり
～札幌～

 

】

○前世紀から引き継いだ都市基盤、多

 
雪寒冷等の地域特性を活用

○次世紀に引き継げる人と環境を中心

 
に据えた都心づくりを推進

（１）歩いて暮らせる豊かで快適な都心の

 
創造

（２）環境負荷の低い新たなエネルギー

 
有効利用都市の構築

【緑美しい都市の実現
～仙台～

 

】

○「杜の都」仙台の既存の緑を活用し

 
つつ、連続性をもった緑を創出

（１）

 

官民協調した緑化の推進

（２）

 

都心部の既存の広幅員道路空間

 
の再構成による緑の創出

○都心部の自動車交通量を削減

（１）

 

軌道系交通を基軸とした都市構造

 
への転換

（２）

 

公共交通機関の利用促進

【

 

水の都の再生
～広島～

 

】

○太田川河岸緑地等の豊かな水辺を、民間の

 
創意工夫等を 大限生かしうる空間として

 
活用

（１）

 

モデル地区において一定期間、市民及び民

 
間の自由で多様な活用・取り組みに対し、河川

 
及び河岸緑地を積極的に開放

（２）

 

親水護岸の整備や沿川建築物の構造・デザ

 
インの誘導等による沿川景観の向上や川面に

 
顔を向けたまちなみの整備等を推進
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15年1月都市再生プロジェクト決定

⑮国有地の戦略的な活用による都市拠点形成⑮国有地の戦略的な活用による都市拠点形成

東京駅

関係地権者等による組織の区域

築後３０年以上経過した建築物

Ｎ

首都高都心環状線

大手町合同庁舎
第１号館・２号館跡地

Ｊ
Ｒ
新
幹
線
・総

武
線
・山

手
線
等

【大手町地区の現状】 【中央合同庁舎第７号館等の建て替えイメージ】

＜現

 

況＞

一体的な都市計画の区域

官民が融合した建築物の整備区域

＜整備イメージ＞

会計検査院
●

●
旧国立教育会

 

館

●
文部科学省

霞が関ビル
●

●
東京倶楽部

●
霞山ビル

会計検査院

金融庁

官庁棟

文部科学省

民間権利者敷地

中央広場の整備

中央官庁で

 

はじめての

 

ＰＦＩ事業

民間権利者等

大幅な容積率緩和に

 

よる土地の高度利用
官民棟

霞ヶ関ビル

市営住宅
（市有地）

国家公務員宿舎等
（国有地）

青年の家等
（市有地）

民有地

名古屋城

名城公園

０ ２５０ ５００ｍ

Ｎ

柳原地区
名城地区

地下鉄車庫
（市交通局所有地）

【名城・柳原地区の現状】

○ 国有地を起爆剤として活用し、総合的な都市再生を推進

○ 都市内の大規模な未利用国有地を有効活用

名古屋市における国公有地と
民有地での一体的建て替えに
よる複合都市拠点の形成

○国家公務員宿舎、市営住宅、民有地

 
での一体的建て替えの計画策定に着

 
手

○国家公務員宿舎、市営住宅は、ＰＦ

 
Ｉ的手法による整備を検討

［ ］
中央合同庁舎第７号館の整備

 
を契機とした国有地を含む街

 
区全体の再開発の実施

○中央合同庁舎第７号館のＰＦＩ

 
による整備

○官庁施設を含む街区全体を一体

 
的な都市計画とする

○官庁施設と民間建築物が融合し

 
た建築物として整備

［ ］大手町合同庁舎跡地の活用に

 
よる国際ビジネス拠点の再生

○平成１５年中に大手町合同庁舎跡

 
地を売却

○これを契機とし、段階的かつ連続

 
的な建て替えを実施

○関係地権者等からなる組織を設立

 
し、事業の枠組みを早急に整備

［ ］
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15年11月都市再生プロジェクト決定

⑯琵琶湖･淀川流域圏の再生

～歴史・文化を活かし自然との共生を目指す流域全体での一体的な取組～

⑯琵琶湖･淀川流域圏の再生

～歴史・文化を活かし自然との共生を目指す流域全体での一体的な取組～

○琵琶湖･淀川流域圏を健全

 な姿で次世代に継承するた

 め「歴史･文化を活かし自然

 と共生する流域圏･都市圏

 の再生」の実現

○国、関係地方公共団体等、

 流域全体での一体的な取組

 体制を構築

･流域圏としての生態系･景観の

 
保全･再生のための施策を展開

･沿川のまちづくりと一体となった

 
親水空間や防災用水ネットワー

 
クの整備を推進

･健全な水循環系再生のための

 
施策を推進

･新たな交流･連携の場として、水

 
辺の賑わいや川の文化の復活、

 
水を軸とした広域周遊観光、災

 
害時の物流対応のための水上

 
交通ネットワークの構築等を推

 
進 【水文化の継承】【かんがい用水循環と水質浄化】

【憩いのせせらぎ再生（都市環境・防災用水）】【ヨシ原、ワンド等の保全･再生】

都市内の水涸れした川
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16年4月都市再生プロジェクト決定

大阪圏において、その地域特性を活かし、少子高齢化に対応した安全・安心の確保など、家

 庭・福祉等の分野で利用される生活支援ロボットの産業拠点を形成。これにより、経済再生を

 通じた都市再生を推進。

⑰大阪圏における生活支援ロボット産業拠点の形成⑰大阪圏における生活支援ロボット産業拠点の形成

・大学等の研究開発機関の集積

・高度な技術力を有する中小企業の集積

・家電・住宅等生活関連企業の存在

大阪圏の地域特性大阪圏の地域特性

中小企業の集積研究開発機関

実証実験予定箇所例

京都府

大阪府

兵庫県

奈良県

学校住宅

医療・福祉施設

実証実験の窓口の一元化

○国における推進体制の構築

住宅、医療・福祉施設、学校等

 
の場における実証実験の展開

 

住宅、医療・福祉施設、学校等

 
の場における実証実験の展開

利用者ニーズの把握、安全性・

汎用性の検証等による早期実用化

マッチング（組み合わせ）による

新たな技術開発と市場の拡大

メーカー・研究機関と中小企業

 
の連携強化による技術開発

 

メーカー・研究機関と中小企業

 
の連携強化による技術開発

ロボットメーカー

大学等研究機関
中小企業

マッチング

※

 

平成１５年４月に大阪圏において推進会議を設置
（経済団体、６府県市、学識経験者、研究機関、企業等）

○産業化に向けた総合的な推進体制の構築及び施策の集中実施
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16年12月都市再生プロジェクト決定

重視する視点

○様々な場面での共同化や連携等を通じた構造改革の推進
（街区等単位でのｴﾈﾙｷﾞｰ施設の集約、熱源の相互利用、共同

 
輸送、これらの需給の繋ぎ合わせ等）

 ○利活用が不十分な既存ストックや資源の 大限活用
（新ｴﾈﾙｷﾞｰ（未利用熱源を含む）の活用、下水再生水・地下

 
鉄ﾄﾝﾈﾙ湧水の道路散水、水面再生等への多面的活用、地場

 
産材の都市再生事業への積極利用等）

 

重視する視点

○様々な場面での共同化や連携等を通じた構造改革の推進
（街区等単位でのｴﾈﾙｷﾞｰ施設の集約、熱源の相互利用、共同

 
輸送、これらの需給の繋ぎ合わせ等）

○利活用が不十分な既存ストックや資源の 大限活用
（新ｴﾈﾙｷﾞｰ（未利用熱源を含む）の活用、下水再生水・地下

 
鉄ﾄﾝﾈﾙ湧水の道路散水、水面再生等への多面的活用、地場

 
産材の都市再生事業への積極利用等）

○ 都市に抜本的・構造的な環境負荷低減対策を組み込む好機である都市の再生を通じ、

 「持続可能な都市」への幅広い取組を強力に推進

⑱都市再生事業を通じた地球温暖化対策・ヒートアイランド対策の展開⑱都市再生事業を通じた地球温暖化対策・ヒートアイランド対策の展開

○

 

高効率のエネルギーシステムの導入を推進

○

 

企業連携による共同輸送化を推進

○

 

高効率のエネルギーシステムの導入を推進

○

 

企業連携による共同輸送化を推進

都市のエネルギー消費の合理化・排熱抑制都市のエネルギー消費の合理化・排熱抑制

○

 

広場、屋上、地下道路・通路の上部等の

 「緑の再開発」、校庭の芝生化、壁面緑化

 等

 ○

 

道路の保水性舗装化と散水、緑陰道路化等

○

 

広場、屋上、地下道路・通路の上部等の

 「緑の再開発」、校庭の芝生化、壁面緑化

 等

○

 

道路の保水性舗装化と散水、緑陰道路化等

緑化等による地表面の熱環境の集中改善緑化等による地表面の熱環境の集中改善

○

 

大規模建築物の環境性能を客観的・総合的

 に評価・表示する仕組を確立し、大都市部

 において概ね5年後に一般化することを目

 途として普及

 

○

 

大規模建築物の環境性能を客観的・総合的

 に評価・表示する仕組を確立し、大都市部

 において概ね5年後に一般化することを目

 途として普及

建築物の環境性能の向上建築物の環境性能の向上

都市再生緊急整備地域等で、まちづくりと環境負荷低減対策を一体的集中的に推進し、

 都市中心部の気温の低減と二酸化炭素排出の削減を図る

 

都市再生緊急整備地域等で、まちづくりと環境負荷低減対策を一体的集中的に推進し、

 都市中心部の気温の低減と二酸化炭素排出の削減を図る
先導的事例【東京丸の内・大手町地区】

N

皇
居

都市再生緊急整備地域
（東京駅・有楽町駅周辺地域）

・行幸通りで、街路樹再生

 

に併せて保水性舗装

・

 

都心等での主な都市再生事業（53ha）のうち12ha緑化
※屋上緑化全体では年間で日比谷公園1個分（16ha）

屋上緑化・敷地内緑化

・

 

校庭芝生化（17年度：30校程度）、校舎壁面緑化（17

 

年度：5校）

校庭芝生化・壁面緑化構想・計画中（10地区）

事業中

完了

都市再生事業の進展

・建設副産物の分別・共同回収

 

（都内：17年～）

・

 

百貨店納品配送の共同化

 

（都内等：17年度中）

輸送の共同化・合理化

地域冷暖房の導入、燃料電池･

 

熱電併給の導入等

旧式の地域冷暖房の更新

下水等未利用ｴﾈﾙｷﾞｰを冷却源

 

（夏季）とし大気排熱ｾﾞﾛ

高効率地域ｴﾈﾙｷﾞｰｼｽﾃﾑの構築

環境対策への取組

保水性舗装と散水、緑陰道路化等

街路樹（今後整備）

 

保水性舗装整備済・予定

・

 

下水再生水・地下鉄湧水等を環境対

 

策に活用（17年度：丸の内地区等）

 

（都市河川放流：渋谷川等）

・

 

ビル空調用排熱を芝浦水再生センターの下水処理

 

水で熱交換し、処理水は水再生センターに返水

下水処理水を活用した新たな熱利用事業

芝浦水再生センター

※ 約22t/年のCO2削

 

減（東京ドームの約

 

1.3倍の森林吸収量

 

に相当）
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17年6月都市再生プロジェクト決定

防犯、防災、福祉、産業、文化、交流等の活動ネットワークがまちづくりの中で連携協働す

 ることにより、体感治安の回復等、都市の安全・安心を再構築するための取組を協力に推進

⑲防犯対策等とまちづくりの連携協働による都市の安全・安心の再構築⑲防犯対策等とまちづくりの連携協働による都市の安全・安心の再構築

「安心して」「楽しめる」街を目指す

○

 

民と官が一体となり、迷惑・違法行為の排

 除、未然防止の徹底及び死角の除去、街の美

 化、来街者への地域安全情報の提供

 ○

 

新宿歌舞伎町（東京）における先駆的な取

 組みを踏まえ、地域の実情に応じたモデル的

 取組みの展開

 ○

 

多様な活動・隣接地域との連携、既存ス

 トック等の活用

 

「安心して」「楽しめる」街を目指す

○

 

民と官が一体となり、迷惑・違法行為の排

 除、未然防止の徹底及び死角の除去、街の美

 化、来街者への地域安全情報の提供

○

 

新宿歌舞伎町（東京）における先駆的な取

 組みを踏まえ、地域の実情に応じたモデル的

 取組みの展開

○

 

多様な活動・隣接地域との連携、既存ス

 トック等の活用

大都市の魅力ある繁華街の再生大都市の魅力ある繁華街の再生

○

 

地域特性に応じ、子ども・弱者の安全・安心

 な環境の確保

 ○

 

新たな市場と民間の事業化を誘導育成

○

 

地域特性に応じ、子ども・弱者の安全・安心

 な環境の確保

○

 

新たな市場と民間の事業化を誘導育成

全国の多様な主体の連携によるトータルな

 安全・安心のまちづくり

 

全国の多様な主体の連携によるトータルな

 安全・安心のまちづくり

新宿歌舞伎町の先駆的取組み

大都市等の魅力ある繁華街

 
の再生

～薄野から中洲まで～

薄野（北海道）、
池袋、渋谷、六本木（東京）
関内・関外（横浜）、
栄周辺（名古屋）、
木屋町周辺（京都）
ミナミ（大阪）、
流川・薬研堀（広島）、
中州（福岡）

都市再生事業を契機として「安全して」「楽しめる」
文化都心を目指す連携が拡大

環境美化・防犯のための連携
→「劇場街再生」等、賑わい・街の魅力づくりの連携に拡大
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17年12月都市再生プロジェクト決定

⑳大学と地域の連携協働による都市再生の推進⑳大学と地域の連携協働による都市再生の推進

大学をまちづくりの重要なパートナーと位置づけ、多面的な連携協働により、地域に

おける人材の育成と創意工夫によるまちづくりの取組による都市再生の推進を図る。
大学をまちづくりの重要なパートナーと位置づけ、多面的な連携協働により、地域に

おける人材の育成と創意工夫によるまちづくりの取組による都市再生の推進を図る。

①

 

包括的連携協定の策定などを促進

 しまちづくりの実践的取組みを推進。

 総合的な支援を集中的に実施

②

 

大学における社会人教育の取組を

 促進し、地域における受入体制の

 整備を図る

③

 

留学生等の生活環境を整備し、万

 博の成果を継承。留学生等と市民

 とのふれあい・交流の取組を継続・

 発展

④

 

大学施設の市民への開放、まちづ

 くりと調和した大学キャンパスの形

 成を図る

⑤

 

これらを促進するため、

・モデル的な取組みを推進・支援

・情報交換や人材交流などを行うた

 めの体制を整備

先進的・モデル的な取組を支援し、
大学との連携による個性･特色のある取組を全国で展開

大学と地域の双方が

共に発展する

好循環を形成

自
立･

発
展
を

目
指
す
地
域

競
争
力
の
強
化
を

目
指
す
大
学

留学生等の受け入れ

 
環境整備や市民との

 
ふれあい・交流

市民に開かれた

 
キャンパス整備

（自由に散策でき利用

 
できる垣根のないキャ

 
ンパス）

（ﾎｽﾄﾌｧﾐﾘｰとの交流）

個性・特色ある実践的

 
な教育・研究の取組

（教育の一環として店舗

 
を開業）
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２１

 
国家公務員宿舎の移転・再配置を通じた都市再生の推進２１

 
国家公務員宿舎の移転・再配置を通じた都市再生の推進

東京都区部の国家公務員宿舎（合同宿舎及び省庁別宿舎）の移転・再配置の機会をとらえ、

利活用が可能なものについて、都市再生の推進に資する戦略的な活用等を促進。

東京都区部の国家公務員宿舎（合同宿舎及び省庁別宿舎）の移転・再配置の機会をとらえ、

利活用が可能なものについて、都市再生の推進に資する戦略的な活用等を促進。

検討例１：都心部周辺における有効高度利用
（新宿区・四谷駅前地区）

市
ヶ

谷
駅

永
田
町
駅

５００ｍ

※
0m 1km500m

東京メトロ南北線
四ツ谷駅

整備イメージ図

四谷1丁目

N

本塩町

しんみち通り

外
堀
通
り

国家公務員宿舎（H18年度廃止）

一体的なまちづく

 
りの検討区域

四谷第三小学校

 
（H18年度廃校）

１ｋｍ

浜離宮庭園

都
営
大
江
戸
線

勝
ど
き
駅

0m 500m 1km

隅
田
川

朝
潮
運
河

環状２号線

※

N

国家公務員宿舎

学校跡地

都営住宅

都
市
計
画
道
路
（環

状
２
号
線
）

0m 100m 200m

検討例２：環状道路整備を契機としたま

 
ちづくりへの活用（中央区・勝どき地区）

再開発

 

事業地区

検討例３：密集市街地の改善整備に資す

 
る活用（世田谷区・密集事業地区）

世田谷区管内

密集事業計画区域

東
急
田
園
都
市
線

三
軒
茶

屋
駅
国家公務員宿舎

N

たとえば密集市街地整備の
事業用地として活用

道路新設・拡

 

幅による防災

 

性の向上

◆

 

都市の諸課題の解決に資する利活用等が可能なものは、移転の機をとらえて積極的

 
に活用。

◆

 

集約的に再整備するに当たっては、ＰＦＩ手法を積極的に導入。

◆

 

国と関係地方公共団体等による連携方法について早急に検討、必要な協議・調整を

 
行う体制を整備。
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22

 
密集市街地の緊急整備－重点密集市街地の解消に向けた取組の一層の強化－22

 
密集市街地の緊急整備－重点密集市街地の解消に向けた取組の一層の強化－

平成23年度までにすべての重点密集市街地（約8,000ha）において 低限の安全性を確保するため、都市

 再生プロジェクト「密集市街地の緊急整備」

 

（平成13年12月）の取組を加速化

 

平成23年度までにすべての重点密集市街地（約8,000ha）において 低限の安全性を確保するため、都市

 再生プロジェクト「密集市街地の緊急整備」

 

（平成13年12月）の取組を加速化

◆

 

危険な老朽住宅の除却促進

◆

 

面的整備事業による基盤整備と建替

 
えの一体的な推進

◆

 

容積移転等を活用した建替えの促進

8,000haの重点密集市街地を早期に解消

 
するため、取組の一層の強化が必要。

 

8,000haの重点密集市街地を早期に解消

 
するため、取組の一層の強化が必要。

約30％

H17年度H14年度

8,000ha

5,700ha

H23年度

0ha

0％

（目標値）

取組の強化による

 
加速が必要

現状のトレンド

・住民による自発的な建替えへの支援
・強制力を持った事業手法の拡充による基

 
盤整備と建替えの一体的な推進

・沿道の建築物整備等を総合的に促進す

 
るための支援制度の創設

・除却勧告の対象を拡大

震度５強程度でも
倒壊する裸木造

 

（非常に危険な建築物）

震度６強～７で倒壊や
外壁等の脱落のおそれ

のある防火造

低限の安全性（不燃領域率

 
40％以上）を確保

居住者の移転

道路等

 

の整備

道路等

 

の整備

・容積の移転を活用した受け皿住宅等の整備の促進

居住者の移転

居住者の本移転（戻り入居）

（種地となる空地無し）

（種地となる空地あり）

容積移転

容積移転

老朽住宅の

 
除却・移転

容積の移転

居住者の

 

仮移転
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１．国際金融拠点機能を支える業務基盤、生活基盤の整備の推進

関係者の連携のもとに、取組（＊）を進める。
（＊）高機能オフィスの供給促進、金融関連サービス業務機能の集積促進、宿泊・滞在・居住

 
機能の充実、外国人就業者・家族の生活を支える各種機能の充実、エリアマネジメントによ

 
る安全安心な環境や多言語による情報提供体制の整備等

２．地域整備方針による官民の取組の誘導

１．の取組を進めるため、国際金融拠点機能の強化を目指す都市再生緊整

 
備地域について、その取組の方向を「地域整備方針」として明らかにすること

 
とし、これに必要な検討を本年中を目途に行う。

３．地域整備方針に沿った都市再生特別措置法の運用等

地域整備方針に沿って、民間事業者からの都市計画提案の内容を踏まえ

 
た都市再生特別地区等の決定をはじめ諸制度の適切な運用を推進する。

国際金融拠点機能を支える業務基盤、生活基盤の
整備に向けた都市再生の取組の展開

一

 

都市再生緊急整備地域の整備の目標

二

 

都市再生緊急整備地域において都市開発事業を通じて増進すべき都市機能に関する事項

三

 

都市再生緊急整備地域における都市開発事業の施行に関連して必要となる公共施設その他の公益的施設の整

 

備に関する基本的な事項

四

 

前三号に掲げるもののほか、都市再生緊急整備地域における緊急かつ重点的な市街地の整備の推進に関し必

 

要な事項

緊急整備地域の地域整備方針記載事項（都市再生特別措置法第１５条第２項）

と連携

関連する
取組との連携

目的

上記取組の円滑かつ着実な推進を図るため、金融業界、同関連サービス業界（法律、会計、税務等）、不動産業界、大

 
学等教育関係機関、関係地方公共団体、関係省庁等により、国際金融拠点機能の強化に向けて解決すべき課題に応じ

 
た連携体制を構築し、実践的な検討を行う。

連携体制の構築と実践的な検討の推進

我が国金融・資

 
本市場の国際

 
競争力の強化

個人金融資産

 
等の運用環境

 
の改善、企業等

 
の資金調達環

 
境の改善等

国民生活・国民

 
経済の向上

○以下の①～③等を
含む金融・資本市
場改革のための包
括的な取組

①「金融・資本市場
競争力強化プラ
ン（仮称）」の策定
及びその強力な
推進

②金融商品取引法
制の円滑な施行
及びその適切な
運用

③人材育成、専門
サービスの強化

○「アジア・ゲート
ウェイ構想」の推進
の取組

19年6月都市再生プロジェクト決定

２３

 
国際金融拠点機能の強化に向けた都市再生の推進２３

 
国際金融拠点機能の強化に向けた都市再生の推進
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